
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　特定資産

4,969,960 0 9,900 4,960,060
7,050,000 0 231,922 6,818,078
4,531,515 0 1,050,420 3,481,095

16,551,475 0 1,292,242 15,259,233

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

　文部科学省 0 4,400,000 4,400,000 0

　(社)東京地学協会 0 2,000,000 2,000,000 0

　京都大学教育
　　　　　研究振興財団

0 7,900,000 7,900,000 0

（３）消費税等の会計処理

１．  重要会計方針

（１）適用している会計基準

　　　当年度から「公益法人会計基準」(平成２０年４月１１日平成２１年１０月１６日改正内閣府公益認定等

　　　委員会)を採用している。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　棚卸資産の評価基準方法は，先入先出法による原価法を採用している。

　　　消費税等は税込処理を行っている。

２． 特定資産の増減額及びその残高

　　　特定資産の増減額及びその残高は，次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

補助金等の名称

５． 保証債務等の偶発債務

　　　該当なし。

６． 補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高

　　　補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高は，次のとおりである。

科　　　　　目

　　　　国際交流特定預金

　　　　物理探査研究開発特定預金

　　　　物理探査活性化特定預金

３． 特定資産の財源等の内訳

　　　特定資産の財源等の内訳は，すべて一般正味財産からの充当額である。

財務諸表に対する注記

合　　　計

７． 重要な後発事象

　　　該当なし。

　（単位：円）

補助金

助成金

　　　国庫補助金

　　　民間助成金

0 1,500,000 1,500,000 0

４． 担保に供している資産

　　　該当なし。


